














































１－３ ４－１０ 1１－２５ 26-50 5０－ 計
－９９万 4(28.6） 10(71.4） 0 0 0 14(100.0）
100-499万 38(2０ 9） 126(6９ 2） 17（9.3） 0 1（0.5） 182(100.0）
500-999万 8（９ 2） 59(6７ 8） １６(１８ 4） 2（2.3） 2（２ 3） 87(100.0）
1000万－4999万 13（８ 9） 67(4５ 9） 55(3７ 7） 8（5.5） 3（２ 1） 146(100.0）
5000万－１億 6(2７ 3） 1（４ 5） 6(2７ 3） 2（9.1） 7(3１ 8） 22(100.0）







































家族 ２ 01（467） 1８ １（4型）
元経甘者・その家族 ０ 49((456） ４ ２（450）
帆戚,友人 ２ 1０（463） 11 ９（439）
従業側 ２ “（459） ５ ３（“5）
親会社・関係会社 ０ 麹（459） ７ ３（453）
親会社等の役風・従業Ⅱ 0 6３（458） 】 ９（456）
取り１先 ０ ９０〈458） ２ ５（'153）






































会計が明確化し､企業経徴の合理化に役立つ 7２ 64.3 34.0
資本金を借り入れる上で、信用が増す 1７ 1５．２ 8.0
取引先との関係で、信用が増す 6６ 5８．９ ３１．１










株主（社風）の有限責任が認められる ７ ６．３ ３．３
税金が安くなる ９ 8.0 ４，２



















































































二I扇慰､『~ﾋﾞﾐﾐ 総数 現存会社 清算会社
総数 2,901,249 2,137,118 764,131
株式会社 1,509,367 10055,027 454,340
１００万円未満 289,928 6４，４０５ 225゛５２３
１００万円以上 918,240 711,037 207,203
１０００万円以上 2５８，７６３ 238 480 20,283
５０００万円以上 2３，１６４ 2２ 179 985
１億円以上 1１，５９３ 1１ 346 247
３億円以上 2,880 ２ 826 5４
５億円以上 1,982 １ 958 2４
１０億円以上 2,039 ２ 022 １７
５０億円以上 778 774 ４
令名会社 56,261 1９，８８１ 36,380
合資会社 2120089 8１，４２０ 130,669
有限会社 1u１２３，５３２ 9800790 142,742
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ることを予定して種々の規定を設けている。－この法律の予想に反し，わ
が国においては,閉鎖的な中小企業の株式会社が非常に多い｡Ｈ１本来株式会
社法は株式会社形態をとる企業については，総て統一的な規制の下に位置付
けられるのが，法の理念と遵守という点から意図するところではあるが，
例えば会社の公開規定，商法第283条規定による中小企業の会社の計算書
類の報告・承認・公告は実質的には履行されていないのが現状であり，又監
査についても，商法第280条～282条において，中小株式会社おいては機関
としての監査役監査機能の実効性において，名目化しているのも現状である。
すなわち，商法の論理とその実践化の過程において，適用対象の多様化が，
事実上，規定の実質的効果を統一的に得ることを困難にしているのである。
ここに例えば，昭和49年の商法改正においてみられた如く，監査適用区分と
して，企業規模（資本金等）を大・中・小に分類し，それぞれ異なる規定を
適用することによって，商法の本旨の遵守と実践化過程における実効性の確
保を指向したのである(:'かかる事例においてみるごとく，最低資本金制の導
入は，法規定の適用区分基準として，固定的共通尺度としての資本金額に基
準を求め，株式会社法体系の整備と法の遵守及びその実効性の向上を指向し
たのである。
株式会社法における有限責任制と利害関係者保護体系に占める最低資本金
制度の導入は，「現行商法の下において，例えば株式会社を設立するために
７人以上の発起人を必要とし，各発起人は株式を引受けなければならない。
また会社の設立には発行する株式（額面株式あるいは無額面株式）の発行価
額は５万円以上とされ，株式会社の資本金は最低35万円ということも可能で
ある｣鋤と述べられる如く，又株式会社は物的会社として位置づけられ,株主
は出資額を限度とした有限責任の下にあって，「資本金なるものは会社に対
する債権者の保護に対する担保額の範囲を抽象的に表示したものである，と
同時に資本金をもって債権者保識機能の一端を担っているのが，株式会社法
における法定資本金制度である｣`'と述べられる如く，株式会社における資本
金は，理念的には35万円をもって設立が可能となるが，財政的基盤の脆弱な，
小規模な会社の乱設を防止し，かつ有限責任制の維持をはかり，正}常な経済
活動の下に株式会社を位置付けるために指向されたものである。がしかし最
８
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低資本金制度それ自体に債権者保護機能を過大に期待することは妥当ではな
く，例えば情・破産という事態の下においては法定資本額による憤権の救済
は困難であるのも現状である。
最低資本金制における具体的なる最低資本額については，「商法改正試案」
は株式会社については資本金2,000万円・有限会社においては500万円を下
限とした資本金の設定を指向しているのであるが，企業経営における最低資
本（必要資金）額は，企業の規模・業種等によっても異なり，共通尺度とし
ての資本額をもって，画一的に設定される最低資本金は，商法規定の形骸化
防止に対処した，規定適用範囲区分の指標として，商法上位置付けられたも
のと考えられる。
最低資本金制と監査制度についてみると，最低資本金制導入因素としての
商法形骸化論は例えば「株式会社法は株主及び債権者の保謹のために多数の
規定を設けている。そして取締役・監査役等には重い民事責任を負はしめ，
その不正行為には刑事責任を科す規定を設けている。しかし株式会社の数の
多いことが一つの原因となって右の保護規定または取締規定が空文化するほ
ど実効のないものになっている｣５１と述べられる如く，株式会社における資本
金額の規模及び格差に起因する商法規定の実効性において，理念と実践にお
ける乖離が著しく，その対応として昭和49年２月22日，参議院本会議におけ
る商法改正附帯決議「現下の株式会社の実態にかんがみ，小規模の株式会社
については，別個の制度を新設して，その業務運営の簡素合理化を図り，大
規模の株式会社については，その業務運営を厳正公正ならしめ，株主，従業
員及び債権者の一層の保護を図り，併せて企業の社会的責任を全うすること
ができるよう，株主総会及び取締役会制度の改革を行うため政府はすみやか
に所要の法律を準備して国会に提出すること」との意向表明をみることがで
きる。具体的方策としては，資本金額をもって，株式会社を区分し，資本金
額等を基準として，特定の規定を設け，商法の形骸化の防止につとめたので
ある。例えばＴ監査に係わる規定として，「株式会社の監査等に関する商法
の特例に関する法律」－昭和49年４月２日法律第22号一一第２章「資本
の額が５億円以上又は負債の合計金額が200億円以上の株式会社に関する特
例」第３章「資本の額が１億円以下の株式会社に関する特例」等により，
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株式会社を資本金額又は負債額の一定額をもって，被監査会社の区分と藍香
の範蹄を限定してう商法形骸化による債権者保謹機能の希釈化に歯止をかけ
たのである。
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株式会社
又今回の改正案も商法の形骸化に対時したものであると同時に，株式会社そ
れ自体の範跨を資本金額の側面より，明確に規定することにより，会社法の
遵守による債権者保護機能の強化と充実を指向したものである。
株主の有限責任の代償措置としての債権者保護機能と最低資本金制および
監査についてみると，株式会社法上の有限責任は「会社債権者に対して直接
に責任を負うのは会社自身であり－会社財産だけが信用の基礎となり，会
社債権者への弁済を担保するというのが本来の姿である。したがって会社債
権者を保護することが必要であり，従来この機能を担ってきたのが法定資本
金制度である｣`'と述べられる如く,最低資本金制は株式会社の資本金の下限
基準として位置付けられる概念であって，株主の有限責任の下における債権
者保漣機能とは直接的な関連及び効果を期待するものではない。しかし法定
資本金の下限の設定は，法理論上株式会社法規定の遵守向上と会社法体系の
統一的整備及び商法の形骸化促進要因と化していた，群小株式会社の乱立を
防ぐ効果を有するのである。それゆえに，株式会社法規定として，最低資本
金制の導入は，法定資本金制度の下における下限の設定による会社法適用範
囲の限定であると同時に，商法規定の遵守と実効性の向上を意図するものと
考えられる。
注(1)上田明償「蝋：低資本金制」「現代商法学の課題」下1198頁。
（２）上田明情「前掲野」1204頁。
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(3)北沢正啓「堀:低資本金制度」ｒ企業会計」第38巻８号７２頁。
(4)吉原和志「会社の責任財産の維持と侭椎者の利益保鐵」「法学協会雑誌」第102巻３
号102頁。
(5)上田明信「前掲轡」1211頁。
(6)吉原和志「前掲轡」102頁。
３過少資本会社と監査
株主・社員が有限責任の利益を享受する株式会社・有限会社のうち，閉鎖
的な会社に同様の有限責任原則を容認する場合，法人格と株主責任の問題が，
例えば，「会社が行なう営業に比べて自己資本額が不均衡な程に僅かなとき，
会社の営業はちょっとした資金回収の遅れ，損失の発生により直ちに破産を
きたす様な，きわめて不安定な財務楢造のもとで営まれる。万一会社が倒産
したとき，株主が被る損失の大きさは，有限責任原則のおかげでわずかなの
に対し,債権者のそれは，多大なものとなるであろうＪ１と述べられるごとく，
営業の規模・種類からみて，著しく僅少な資本額しか有しない株式会社が営
業を行う場合，株主として，拠出額を限度とする有限責任と会社債権者に対
する責任の問題として，又「株式会社の支配株主が，会社の自己資本額は僅
かとし，会社が実際に必要な資金は，自己から会社への貸付という形で提供
する場合がある。～会社の弁済能力を超える貸付がなされているとき，支配
株主は自己の貸付を資本と同様に扱うことで，会社の営業を維持しうる。会
社は見かけ上の資本額ではなしえない様な規模で事業を行ない，同事業が順
調なうちは株主に利子・配当金を支払いうる。一方事業の採算が悪化したと
き，支配株主は，資本出資について存在する様な拘束に頬わされることもな
く，自己の貸付金を他の債権者に先駆けて回収することができる。
このようにして事業主は最少限のリスクで大規模な事業より生じる高収益を
享受しうる。しかしこのとき支配株主以外の会社償権者は，通常以上のリス
クを負担しなければならないＦ１と述べられる。これらの事例においてみるご
とく，支配株主の有限責任の乱用による会社債権者に対する責任の問題とし
て，提起されるのである。
過少資本会社に係わる第三の事例として，過少資本会社と監査の問題であ
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る。過少資本会社と監査問題は，監査制度上の被監査会社に係わる規制とそ
の回避に係わる問題として提起されるのである。
過少資本会社は，実質的な過少資本会社(会社の自己資本額が事業の種類・
規模に比して不均衡に小さい場合）と名目的過少資本会社（株主が必要な資
金を供与しているが，出資ではなく他人資本の形式にして行う場合）に分類
することができる。又過少資本の目的（動機・事由）として，制度的利益享
受を目的とするものと，制度的規制の回避を目的とするものがあり，企業意
識として，積極的，意識的対応と消極的，無意識的な対応のそれぞれが認め
られる。
実質的過少法人格の
資本会社一形骸化
制度的利益
顕iiii:，▽会社 名目的過少一一法人格の
資本会社乱用
一方，過少資本なる概念は，会社の業種・規模等との関連において提起さ
れるものであって，大小会社区分立法における最低資本金規制における基準
の一般性に対して，業種および企業の独自性が加味され，過少資本金の判断
基準の法定化は困難である。経営財務論的観点から，具体的には経験律によ
る予測モデルの研究がなされているのであるが，過少資本金を位置付ける一
定の基準として設定することは不能である。それ故に過少資本会社規制は，
主として有限責任制の下における憤権の危険負担の不均衡化の是正(公平性）
という観点から,償権者保謹機能の拡充による対応として認識されるのであ
る。過少資本会社とその規制は，具体的には，精・破産事件等に関連して，
主として事後的規制に係わるものと，継続企業における制度的規制の回避策
との関連において提起されるものがある。継続企業における過少資本会社は
過少資本を手段とした監査制度の意識的な回避手段として，機能することと
－１２－
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なるのである。例えば，法律上の被監査会社基準として，「株式会社の監査
等に関する商法の特例に関する法律」－昭和49年４月２日法律第22号一
によると，第２条において，「資本の額が５億円以上であること，最終の貸
借対照表の負個の部に計上した金額の合計額が200億円以上であること－」
を被監査会社としての区分基準として，その額を超える会社は監査役及び会
計監査人の監査を義務付けられるのである。又同法第22条は，「資本の額が
１億円以下の株式会社（第２条第２号に該当するものを除く）の監査役は，
取締役が株主総会に提出しようとする会計に関する書:類を調査し，株主総会
にその意見を報告しなければならない」と述べられるごとく，被監査会社の
資本金または負低額を基準とした，監査区分の適用は，企業の監査意識が，
例えば「商法改正に関する中小企業の意識・実態調査」においてみるごとく，
監査効果又は監査費用の負担増に対する反対が，過半数近くを占める現状を
鑑みる場合１１監査忌避の姿勢が潜在的に資本額及び負憤額に,企業意識とし
〈表８〉
｢調査」導入に反対する理由（重複回答あり）
社数（）内％
て影響を及ぼすこととなるのである。しかしかかる場合においても，いかな
る基準をもって過少資本を位置付けるかについて，客観的な基準又は事由を
具体化することは困難である。それ故に，過少資本会社と監査制度は，過少
資本概念それ自体の不統一の下においては，過少資本会社の監査制度の統一
性を代替する方策として，最低資本金制の下に規定された監査体制を強化し，
「基礎監査」として位置付けた上，現行，資本金額あるいは負債額に対応し
た監査区分の適用及び過少資本概念の形成要因としての企業の業種別因素に
－１３－
反対
合計
会計専門
家による
｢調査｣を
して効果
があるも
のか疑問
「調杢｣の
ための費
用負担や
事務的負
担か耐え
難い
企業の秘
密を保持
し難〈な
る
経営の自
由度や自
主性が失
われる
小会社に
まで義務
づけるの
は無理が
あ0)基地
が低すぎる
その他 無回答
1,039 ４９３
(47.4）
539
(51.9）
316
(30.4）
345
(33.2）
413
(39.7）
2３
（2.2）
2０
（1.9）
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係わる規制の導入による複合基準方式をもって，過少資本会社の監査体系を
構築すべきものと考える。それゆえに，監査体系の基幹となる最低資本金制
の下における監査に係わる理論栂築の重要性が認識されねばならない。
注(1)片木晴彦「過少資本会社とその規制(-)」『法学論叢」第111巻第５号，３７頁。
（２）片木晴彦「前掲轡」３７～38頁。
（３）戸田俊彦「日本における企業倒産予測モデルの開発に関する－考察」「経済科学」
ｘｘＸ－１ｏ
（４）大津幸男「商法改正に関する中小企業の意識・実態調査結果の概要」「商事法務」
NOL1078,30頁。
結賠
大小会社区分基準として，株式会社及び有限会社における最低資本金制度
の導入が検討されている。最低変本金制の導入は，商法の本旨の形骸化因に
対する施策の一環として，取り上げられたものである。かかる動向は，昭和
49年商法改正における監査制度一会社の規模等に関連した資本金等別によ
る適用一にその一端をみることができる。しかし最低資本金制の導入それ
自体は，株式会社・有限会社等の会社形態における外形的要件として位冠付
けられるにしかすぎず，有限責任の代償として，資本の償権者保謹機能によ
る利害関係者保謹に充分機能するものとは言えないのである。
又一方，会社資本金等規模との関連における監査制度の適用は，意織的な
る監査回避策との関連において機能し，例えば，事由の生成因素は異にする
が，過少資本会社事例における監査制度の適用において，その一端をみるこ
とが可能であるＨ１それ故に,蛾低資本金制の導入に際し,株式会社の形態的
特恵の代償として，監査機能の強化（監査の専門性と実効性の向上）をはじ
めとし，利害関係者保謹策の総合的な体系化（取締役等の責任強化，会社内
容の公開，配当規制等）の中で，位置付けるべきであろう。
注(1)大津幸男「商法改正に関する中小企業の意識・実態調査結果の概要」ｒ商事法務」
NoJO78，886～887頁。
試案における改正の方向は，「調査」の義務付け対象を株式会社では資本金3,000
－１４－
株式会社法と監在（大野）
万円以上または負憤総額３億円以上に限定している。資本金別の集計によれば義務付
けの対象となる資本金3,000万円超の会社では，「反対」37.8％「賛成」19.1％で
あるのに対し，義務付け対象外の資本金3,000万円以下の会社においても「反対」
38.2％「賛成」16.1％と抵抗感が強くなっている。一応，資本金の大きな会社におい
て規制強化に対する「賛成」がより強く，「反対」がより弱い。
<表９〉
「調査」導入に賛成する理由（重複回答あり）
社数（）内％
(６１．８．３１）
－１５－
替成
合計
自社の経
理に対す
る対外的
信用力が
高まる
自社の経
理に関す
る事務能
力が高め
られる
自社の経
理が明確
になる
憤務者
(相手方）
の僧用の
査定がし
やすぐな
る
有限責任
の濫用や
計画倒産
などの防
止に役立
つ
その他 無回答
１，２１４ 721
(59.4）
316
(26.0）
578
(47.6）
407
(33.5）
444
(36.6）
2２
（1.8）
1１
（0.9）
